
1 

 

2023年 12月 1 日 

 

高インフレ・通貨安が続くトルコでの家計部門の動き 

 

公益財団法人  国際通貨研究所 

経済調査部 上席研究員 五味佑子 

 

 

トルコでは高インフレが続いている。2018 年以降の消費者物価上昇率のトレンドを

みると、2021年 11月までは 10％から 20％台で推移していたが、2021年 12月以降急上

昇し、2022 年 10 月には 85％を超えた。その後下落に転じ、2023 年 6 月には 38%とな

ったが、7月以降再び上昇し、直近 10月は 61％となっている（図 1）。 

トルコ中央銀行（以下、中銀）の分析では、2023年 6月からのインフレ上昇は、燃料価

格、為替、増税が大きく寄与しているとされているが、為替についていえば、2018 年以

降為替が消費者物価へ及ぼす影響が増加し、2020 年以降その動きが加速していると指

摘している。トルコリラの対ドルレートは、2021年 12月には 1ドル＝13リラ台であっ

たが、2023 年 10 月には 27 リラ台とおよそ 2 年で半値まで下落しており（図 2）、現下

のリラ安が高インフレに大きく寄与していることが伺える。 

            

図 1：消費者物価上昇率の推移 

 

図 2：トルコリラの対ドルレートの推移 

 

（資料）トルコ中央銀行統計より国際通貨研究所作成 

 

高インフレの家計への影響はどうだろうか。賃金・給与指数の推移をみると、政府

が最低賃金を大幅に引き上げる対応を行っていることもあり、2021 年後半以降名目賃
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金は急上昇を続けている。実質ベースでは、インフレが加速した 2022年には前年比マ

イナスとなる場面があったが、2023 年前半にかけて実質ベースでも増加した（図 3）。

足下は再び消費者物価が上昇したことを受けて伸びが鈍化しているものの、インフレ

を大幅に上回る賃金上昇により、実質賃金は高い伸びとなっている。雇用も増えてお

り、家計の実質的な所得は増えている。また、中銀の Inflation レポートによれば、

2023年上半期の個人ローンは、主にクレジットカードの利用増加を主因として 40％増

加しており、実質金利がマイナスの環境下において、短期借入も増加させている。 

 

図 3：賃金・給与指数の推移 

 

（注）実質賃金は消費者物価上昇率を控除して算出 

（資料）トルコ統計局より国際通貨研究所作成 

 

高インフレ下、金融資産の構成も変化している。中銀の Financial accountレポートに

よると、家計部門は資金余剰主体であるが、2023 年第 2 四半期の家計の金融資産は前

年同期比 1.8 倍に拡大した。金融資産構成をみると、金融資産の内、通貨・預金の占め

る割合が 68%と、前年同期（72％）に比べ減少し、代わって株・投資ファンドの割合が

18％と、前年同期（14％）に比べ増加している。前期との比較では、資産増加額の約 5

割が外貨預金・株式の評価益によるものとなっている。家計部門は、リラ安が進む中金

融資産の目減りを防ぐため、外貨預金や高い利回りが見込める金融商品へ資産をシフト

させていることが伺える。 

このように、トルコの家計部門は、インフレを大幅に上回る賃金上昇で購買力が増加、

実質金利がマイナスの環境下借入も増加させながら、消費を拡大しており、消費が過度

に刺激されている状況にある。インフレ・通貨安が進む中で資産のリラ回避が続くなど、

この状況が中長期的に健全であるとはいいがたい。 

中銀は、インフレに対処すべく 2023 年 6 月から政策金利を段階的に引上げ、従前の

8.5％から 2023 年 11 月には 40%まで引き上げたが、実質金利は依然マイナスであり、

2023年で 65％、2024年 36%と当面は高インフレが続く見通しを示している。インフレ

高進と通貨安に歯止めを掛けられるのか、今後の中銀の政策が注目される。 
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以 上 
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